
 

射水市の情報公開制度の概要について 

 

１ 情報公開制度の目的 

射水市情報公開条例（以下「公開条例」という。）第１条において、射水市の情報公

開制度の目的を明らかにしています。 

 

 

 

 

 

 

 

２ 公文書の開示請求 

公開条例は、市民が必要とする情報をいつでも入手できるよう、市民に市が保有する

公文書の開示を求める権利を認め、これを制度的に保障するものです。また、公開条例

に基づく開示請求権の行使に対しては、実施機関は該当する公文書を開示するかどうか

の決定をする義務を負うこととなります。公文書の開示請求の概要については、次のと

おりです。 

 

⑴ 実施機関 

公文書の開示請求制度は、次の機関で実施しています。 

   ①市長 ②教育委員会 ③選挙管理委員会 ④監査委員 ⑤公平委員会   

   ⑥農業委員会 ⑦固定資産評価審査委員会 ⑧消防長 ⑨議会 

 

⑵ 対象公文書 

公文書の開示請求の対象となるのは、実施機関の職員が職務上作成し、又は取得し

た文書、図画及び電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認

識することができない方式で作られた記録をいう。）であって、当該実施機関の職員

が組織的に用いるものとして、当該実施機関が保有しているものです。 

ただし、官報、公報等不特定多数の者に販売することを目的として発行されるもの、

また、市の図書館等で市民の利用に供することを目的として管理されているものにつ

いては、対象外としています。 

また、合併前の市町村に係る公文書については、公開条例附則第２項の規定により、

期日以後に作成し、又は取得した公文書についてのみ、公開条例の対象とします。期

日前の公文書について公開の申出があった場合については、任意的な申出として、こ

れに応ずるよう努めます。 

 

⑶ 請求権者の範囲 

公文書の開示請求は、「何人も」することができます。「何人」とは、どこに住ん

でいるかを問わず、また、日本国民のほか、外国人も含まれます。 

 （目的）  
第１条 この条例は、市民の知る権利を尊重し、情報の開示を請求する権利を

明らかにするとともに、情報公開の推進に関し必要な事項を定めることによ

り、市政に関し市民に説明する責務を全うするよう努め、公正で透明な行政

運営を図り、市政への市民参加の推進に資することを目的とする。  



 

 

⑷ 請求の方法 

公文書の開示請求は、公文書開示請求書に必要事項を記入し、原則として情報公開

窓口（財務管理部総務課）に提出して行うこととします。ただし、各地区センターな

どにおいても、情報公開窓口と連絡を取りながら、請求書を記載・提出していただく

ことも可能です。また、郵送でも請求できます。（請求書は、市ホームページからダ

ウンロード可能です。） 

 

 ⑸ 開示・不開示等の決定 

実施機関は、公文書の開示請求があった日から起算して１５日以内に開示をするか

どうかの決定（開示・部分開示・不開示）をし、請求者にその内容を通知します。た

だし、請求のあった公文書が大量にあるなど事務処理上困難な場合は、その期間を延

長することがあります。この場合、請求者に延長する期間やその理由を書面で通知し

ます。（延長は６０日を限度としています。） 

 

⑹ 不開示情報 

市が保有する公文書は、原則として開示としますが、次のような情報が記載されて

いる場合は、例外的に開示されない情報があります。 

ア 法令秘情報など（法律等で公にすることができないとされている情報及び国など

との協力、信頼関係が損なわれる情報など） 

イ 個人情報（特定の個人が識別される情報など） 

ウ 法人等情報（法人などの正当な利益を害するおそれのある情報など） 

エ 公共の安全等情報（公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあると認め

られる情報） 

オ 審議、検討等情報（市、県、国などの内部での審議、検討等を行うにあたり、率

直な意見交換や意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれがある情報など） 

カ 行政運営情報（市や国などが行う事務・事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあ

る情報） 

 

⑺ 費用の負担 

公文書の開示請求や閲覧等は無料ですが、写しの交付を希望する場合は実費を負担

していただきます。なお、実費分については、前納とします。 

 

⑻ 他制度との調整 

公文書であっても、公文書開示以外の制度で閲覧等が可能な場合については、これ

らの制度等との調整を図るため、公文書開示制度は適用しないこととなっています。 

 

⑼ 射水市情報公開・個人情報保護審査会 

請求者が実施機関の部分開示決定や不開示決定等に係る不作為について、審査請求

をすることができます。 

実施機関は、審査請求があった場合、原則として射水市情報公開・個人情報保護審



 

査会に諮問し、その答申を尊重して審査請求について決定又は裁決を行います。 

射水市情報公開・個人情報保護審査会は、審査請求に対して慎重かつ公正な判断を

行うために設置された附属機関で、学識経験者など５人以内で組織され、実施機関か

らの諮問に応じて調査審議し、答申を行います。 

 

３ 公文書管理体制の確立及び実施状況の公表 

実施機関は、管理している公文書を市民に対して明らかにし、市民が求める内容の公

文書の特定を容易にするため、文書目録などを作成し、公文書の管理体制の確立に努め

ています。 

また、市政に対する市民の理解と信頼を一層推進するため、情報公開制度の運用状況

を取りまとめて、広く市民に公表することにより、この制度の利用の促進や発展を図り

ます。 

 

４ 出資法人等の情報公開 

 市が出資その他財政支出を行っている法人等（以下「法人等」という。）や市の公の

施設の管理を行う指定管理者は、公開条例の趣旨にのっとり、情報公開（指定管理者は、

当該指定管理に関する業務の情報公開）を行うため、情報公開に関する制度の整備に努

めていただくこととします。また、実施機関は、法人等や指定管理者に対し、情報公開

に関する制度の整備について、その指導に努めます。 



 

射水市情報公開制度の流れ  
 

 
 
〔  請 求 者 〕  〔情報公開窓口（総務課）〕  〔  主 管 課 〕  

      申 請   提   出   受 付   送   付    収 受  
公文書開示請求書    公文書開示請求書    公文書開示請求書  

    （地区センター等で請求書の記載可）    ・請求書記載事項の審査     
              ・開 示 対 象 文 書 の 特 定 
公文書開示請求書  
         補   正               決 定  
                       ⑴ 開示(部分開示)の決定 

                       ⑵ 不開示の決定 

                         （拒否を含む。） 

 

⑴ 開示（部分開示）決定の場合（決定通知は、開示請求の日から起算して１５日以内）  
                           開示（部分開示）決定  
 
                           開示の日時・場所の決定  
            郵   送         送   付            
  公文書開示決定通知書   公文書開示決定通知書   公文書開示決定通知書  
            通   知    経 由        
      通知書の提示  

     開 示 の 実 施 
（部分開示の実施）  

      部分開示の場合  
 
 
納得 審査請求  取消訴訟  
 
 
⑵ 不開示決定の場合（決定通知は、開示請求の日から起算して１５日以内）  
                              不開示決定  
     
            郵   送         送   付   

    通   知                 
                  経 由        
 
納得  審査請求 取消訴訟  

公文書不開示  
決定通知書  

公文書不開示  
決定通知書  

公文書不開示  
決定通知書  

○ 合併前の旧市町村の公文書については、旧市町村における情報公開条例の施行日以後の公文書に

限り、射水市情報公開条例に規定する開示請求の対象となります。  


